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表３－４ 公正取引委員会における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

 

事前評価 

 

表３－４－① 規制を対象として事前評価した政策 

政策の名称 
会社の株式取得についての事前届出制度の導入、株式取得会社の届出基準算定範
囲の変更等、共同の株式移転についての実体規定及び届出規定の導入等 

規制の目的、内容

及び必要性等 

ア 株式取得の事前届出制度の導入 
  現行法は、合併等については事前届出制であるのに対し、株式取得については事
後報告制を採っているが、企業結合という点で競争上の効果は同様であるにもかかわら
ず、その形態によって届出等を行う時点が異なるということでは、企業結合規制の在り方
として整合性に欠ける。また、海外の主要国では、株式取得を含めたすべての企業結合
について事前届出制を採用しているところ、海外の競争当局にも届出を行うような事案
については、現行制度の下では競争当局間で調整が行いにくい状況にあり、さらに、海
外の競争当局が審査を終えた事案について、株式取得後に再度公正取引委員会に報
告が行われるような場合に、事後的に株式の売却等何らかの排除措置を命じられるとい
った事態も生じかねないことから、株式取得の事前届出制度を導入する必要があると考
える。 

イ 株式取得会社の届出基準算定範囲の変更等 
  持株会社の解禁などグループ法制の整備が行われた結果、グループ経営の考え方
が主流になってきているところ、現行法は、届出算定範囲を会社並びに当該会社の直
接の国内の子会社及び親会社に限定していることから、国内の会社及び外国会社の株
式取得について、国内市場に与える影響が大きな事案であっても届出がなされない場
合があった。また、企業結合規制の目的にかんがみれば、企業結合審査実務において
市場シェアの算出にも用いられている売上高の方が、総資産よりも届出基準として望ま
しいと考えられることから、株式取得会社の届出基準算定範囲については、企業結合集
団の国内売上高を用いた基準へ変更を行う必要があると考える。また、届出基準算定範
囲を企業結合集団の国内売上額に変更することに伴い、届出基準額についても、株式
取得会社については、200 億円を下回らない範囲内において政令で定める額に、被取
得会社である株式発行会社については、50 億円を下回らない範囲内において政令で
定める額に、それぞれ届出基準額を設定する。加えて、届出閾値については、当事会
社の議決権保有割合が現行の 10％を下回らない範囲において政令で定める数値か
ら、企業グループの議決権保有割合が 20％を下回らない範囲において政令で定める
数値に引き上げる。なお、合併等についても、同様に国内売上高を用いた届出基準と
すること等とする。 

ウ 共同の株式移転について 
共同の株式移転については、持株会社の設立と同時に株式移転が行われるところ、

移転前には株式を所有することとなる持株会社が設立されていないため、株式取得に
事前届出制を導入した場合、独占禁止法上問題となる場合に措置を命ずるべき会社が
存在しないという事態が生じることから、株式取得の事前届出制度の導入に併せて、共
同の株式移転についての実体規定及び届出規定を導入する必要があると考える。 

法令の名称・関連条項と

その内容 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 
第10条（会社の株式保有の制限、届出義務）、第15条（合
併の制限、届出義務）、第 15 条の２（分割の制限、届出義
務）、第 15 条の３（共同の株式移転の制限、届出義務）、第
16 条（事業の譲受け等の制限、届出義務） 

想定される代替案 代替案１：現行制度を維持する。 

規制の費用 費用の要素 代替案 

  

（遵守費用） 株式取得の実行前に届出書の提出手続に
係る費用が発生する。ただし、届出基準算定
範囲の変更等により、届出件数自体は現行よ
りも減少することが見込まれることから、全体と
して事業者側の負担すべき費用は減少する
と見込まれる。 

従前と変更なし。 
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（行政費用） 行政費用は職員の事務費用のみであり、
それ以外に追加的な行政費用は発生しな
い。 

従前と変更なし。 

  

（その他の社

会的費用） 

独占禁止法上問題となる蓋然性の高い企
業結合についてより適時かつ適切に端緒を
得ることが可能となることから、これらは公正か
つ自由な競争環境のより一層の確保に資す
ると考えられる。 

従前と変更なし。 

規制の便益 

  

  

  

  

便益の要素 代替案 

届出基準算定範囲を企業結合集団にする
こと、届出基準額のベースに国内売上高を用
いることにより、市場の状況をより適切に反映
した基準により届出がなされることとなると考
えられる。また、届出基準算定範囲の変更等
により企業側の負担を現在よりも減らしつつ、
独占禁止法上問題となる蓋然性の高い企業
結合についてより適切に端緒を得ることがで
きるようになると考えられる。 
さらに、株式取得により、企業結合関係が

形成された後に競争上の問題を指摘する場
合、事後的な株式取得会社による株式発行
会社の株式の売却等は必ずしも容易ではな
いことから、合併等と同様の事前届出制度を
導入することは、法的安定性の確保に資する
と考えられる。 

従前と変更はなく、「規制の目的、内容
及び必要性等」で挙げた問題点が残る。 

  

政策評価の結果 

（費用と便益の関

係の分析等） 

 

 

規制の費用については、改正後においては届出・報告件数が減少し、全体として事業
者側の負担すべき費用は減少することが見込まれる。 
他方、規制の便益については、株式取得の事前届出制度の導入並びに共同の株式移

転についての実体規定及び届出規定の導入により関係当事会社にとって法的安定性が
確保されること、また、届出基準算定範囲の変更等により独占禁止法上問題となる蓋然性
の高い企業結合についてより適切に端緒を得ることが可能となることにより、便益は向上す
るものと考えられることから、便益は費用を上回り、公正かつ自由な競争環境のより一層の
確保に資すると考えられる。 

政策評価の結果の

政策への反映状況 

 平成21年２月27日、会社の株式取得についての事前届出制度の導入、株式取得会社
の届出基準算定範囲の変更等、共同の株式移転についての実体規定及び届出規定の
導入等を内容とする独占禁止法の改正法案を第 171 回通常国会に提出した。 
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事後評価 

 

表３－４－② 実績評価方式により事後評価した政策 

施策名 
迅速かつ実効性のある法運用 
企業結合の審査（平成 19 年度） 

施策の概要 
 企業結合行為（株式所有、合併、事業譲受け等）について、提出された報告や届出、事前相談等
に基づいて当該企業結合について審査を行い、競争を実質的に制限することとなる企業結合を防止
する。また、企業結合の透明性を高めるため、主要な企業結合事例の公表等を行う。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 
（総合的評価） 
企業結合審査は、定められた期間内に届出等に基づく審査や事前相談の処理を終了しているこ

と、また、必要な人材を必要な事案に適切に配置することで企業結合審査の質の向上を図るなどし
ていることから、迅速かつ的確な審査が行われていると評価できる。 
（必要性） 
複数の企業が、株式保有、合併等により一定程度又は完全に一体化して事業活動を行う関係（結

合関係）が形成・維持・強化されることにより、市場構造が非競争的に変化する場合、価格の高止
まりなど市場における競争に弊害をもたらすことから、独占禁止法は、一定の取引分野における競
争を実質的に制限することとなる企業結合を禁止している。企業結合審査は、このような独占禁止
法の規定に基づき行われるものであり、公正かつ自由な競争の促進に必要不可欠である。また、企
業結合審査については、近年、国内外からその質の向上の重要性等が指摘されている。 
（有効性） 
○ 企業結合事案の迅速かつ的確な審査 

平成 19 年度に届出を受理した事案については、すべて待機期間である 30 日以内に審査を終
了している。事前相談手続における第１次審査及び第２次審査についても、すべて定められた期
間内に審査を終了している。 
また、民間出身のエコノミストに加え、法曹資格者を企業結合審査部門に配置し、経済学的、

法律的観点からの意見や知見を活用して企業結合審査の質の向上を図るとともに、国際的な企業
結合事案について海外の競争当局と連携を取りつつ企業結合審査を実施している。 
このように、定められた期間内に届出等に基づく審査や事前相談の処理を終了しており、審査

の迅速性を確保している。また、必要な人材を必要な事案に適切に配置することで企業結合審査
の質の向上を図るなど、迅速かつ的確な審査が行われており、一定の取引分野における競争を実
質的に制限することとなる企業結合の防止が有効に行われていると評価することができる。ま
た、迅速で国際的に整合性のとれた審査を求めている事業者にとっても非常に有効なものである
と評価できる。ただし、今後増加すると見込まれる国際的な企業結合事案などに対して、引き続
き、迅速かつ的確な審査が行えるよう、内部研修やマニュアルの充実による企業結合審査の担当
職員の審査能力の一層の向上を図るために、適切な人員を確保していく必要がある。 

○ 公表内容の充実 
様々な業種の事例を公表するとともに、問題解消措置を講じることとした事案など、多様な類

型の事案を公表するとともに、審査において考慮した事項が具体的にどのように競争に影響を及
ぼすかについての記載、一定の取引分野に係る記載の充実などを行うことによって、事業者の予
見可能性を高める上で有効な情報を積極的に提供していることは、一定の評価ができる。 

（効率性） 
すべての届出事案について、待機期間である 30 日以内に審査を終了している。また、事前相談

手続における第１次審査及び第２次審査についても、すべて定められた期間内に審査を終了してい
る。 
（反映の方向性） 
今後も引き続き、海外の競争当局との連携が必要な国際的な企業結合事案等に対応できるよう内

部研修やマニュアルの充実による企業結合審査の担当職員の審査能力の一層の向上を図ることが
必要である。 
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 － 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

【概算要求】 
評価結果を踏まえ、平成 21 年度概算要求において、企業結合ガイドライン、事前相談対応方針等に基
づき、個別の企業結合事案に対し、迅速かつ的確に審査を行っていくため、企業結合審査・合併等届出
関係の経費を引き続き要求。また、経済分析等の高度な分析手法を必要とする事案の増加に対処するた
め、企業結合審査の透明化・精緻化関係の経費を引き続き要求。 
【機構・定員要求】 
評価結果を踏まえ、企業結合部門の体制の一層の強化を図るため、平成 21 年度機構・定員要求にお
いて、企業結合調査官３名の増員を要求。 
【その他の反映事項】 
複雑化・国際化する企業結合事案の増加を受け、経済分析等の専門知識を有するエコノミストに
加え、法曹資格者を企業結合課に配置するなど体制を整備し、海外の競争当局との連携が必要な事
案を含む大型・重要事案に重点的に人員を配置するなど、より一層効率的かつ効果的な企業結合審
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査体制の構築に努めた。 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政運営と構造改革に
関する基本方針 2006（閣議
決定） 

平成 18 年７月７日 

第２章 成長力・競争力を強化する取組 
１．経済成長戦略大綱の推進による成長力の強化
（１） 国際競争力の強化 
② アジア等海外のダイナミズムの取り込み 
 グローバル化に伴う競争の進展に対応し、予見
可能性や手続の透明性・迅速性を高めるため、「独
占禁止法」上の問題が生じないと考えられる企業
結合の範囲や輸入圧力等の評価に関する基準等
につき、企業結合指針を平成18年度中に見直す。

規制改革推進のための３か
年計画（閣議決定） 

平成 20 年３月 25 日

Ⅲ 措置事項 
６ 競争政策関係 
イ 公正取引委員会の体制の見直し・強化 
（イ） 企業結合に関する審査機能・体制の見直し・
強化 
「審査の透明性を向上させるため、合併等を認めた
もの、認めなかったもののうちできるだけ多くの案件
について、事業者の秘密に関する部分を除き、支
障のない限り、その理由を含め、公表内容のより一
層の充実化を図る。」 
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施策名 
迅速かつ実効性のある法運用 
独占禁止法違反行為に対する措置（平成 19 年度） 

施策の概要 
独占禁止法に違反する疑いのある行為について所要の調査（立入検査、事情聴取等）を行い、違反行

為が認められた場合には、排除措置命令を行うほか、警告等の必要な措置を講ずる。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
法的措置の件数等から独占禁止法違反行為に対して厳正に対処するという目標を達成していると考え

られる。平成 19 年度の事件審査に要した期間(法的措置を採った事件の平均審査期間)は、平成 18 年
度と同様である。 
（必要性） 
 公正かつ自由な競争を促進し、事業者が自主的な判断で自由に活動できるようにするためには、私的独
占、不当な取引制限、不公正な取引方法などを禁止している独占禁止法の厳正なる運用が必要不可欠で
ある。 
（有効性） 
平成 19 年度においては、24 件の法的措置を採っており、また、多様かつインパクトのある事件を処理

したこと、確定した課徴金額について事業者１社当たりの課徴金額が過去３番目に多いものであることな
ど、独占禁止法違反行為に対して厳正に対処するという目標を達成していることからその有効性が評価さ
れるものと考えられる。ただし、国民のニーズや競争環境の変化等により一層的確に対応した法運用を行う
ためには、より積極的に独占禁止法違反行為を発見するための体制強化が必要であると考えられる。 
（効率性） 
○ 平成 19 年度において法的措置を採った全事件の平均審査期間は約９か月と、平成 18 年度の平均
審査期間と変わらない状況にある。 

○ 平成 18 年１月から施行されている課徴金減免制度について、平成 19 年度においてなされた課徴金
減免申請の件数は 74 件と平成 18 年度とほぼ同水準である。平成 19 年度に処理した事件のうち、課
徴金の対象となり得る入札談合・カルテル等は 20 件であるところ、16 事件について当該制度が適用さ
れたことが明らかにされており、入札談合・カルテル等の事件の大半が課徴金減免制度を活用したもの
といえる。 

（反映の方向性） 
○ 寄せられる情報に基づく事件審査だけでなく、より積極的に独占禁止法違反行為を発見し、事件審査
に結びつけていくことができるよう、端緒処理部門の体制強化が必要であると考えられる。 

○ 刑事告発をより一層積極的に行う方針であるが、そのためには、犯則調査権限を十分にいかすことが
できるよう、検察当局との連携の強化、内部研修の充実による審査能力の一層の向上を含め審査体制
の強化が必要である。 

○ 不当廉売等の中小事業者に不当な不利益を与える不公正な取引方法については、今後とも、迅速な
処理ができるよう審査体制の強化が必要である。 

○ 各事業分野における競争環境の変化が一層速いものとなっている昨今の状況において、これまで以
上に事件処理を迅速に行うことが求められているところ、審査担当部門の体制強化を図るとともに、リソ
ースの有効活用、職員の審査能力向上を図っていく必要がある。 
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
－ 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
評価結果を踏まえ、平成21年度概算要求において、規制緩和・知的財産権に関連した新しい類型の事

件、国際カルテル事件等への厳正対処のため審査関係の経費、証拠収集技術向上のための研修を充実
させるため経費を要求。 
【機構・定員要求】 
評価結果を踏まえ、審査担当部門の体制強化を図るため、平成 21 年度機構・定員要求において、上席

審査専門官（国際カルテル担当）の新設、及び国際カルテル、原油価格高騰に伴う価格カルテル等に係る
情報収集・事件処理等を担当する審査専門官 30 名の増員を要求。 
【その他の反映事項】 
・  増加する申告件数に適切に対応できるよう効率的処理に努めた。 
・  大規模事業者による価格カルテル事件、官製談合事件、大規模小売業者による優越的地位の濫用
事件など多様な事件について厳正かつ積極的に対処。 

・  犯則調査により価格カルテル事件について刑事告発（１件）を行ったほか、８件について課徴金減免制
度の適用事業者名を公表するなど、平成 18 年施行の改正法により導入された権限、制度を有効に活
用。 

・  中小事業者に不当な不利益を与える不当廉売等の不公正な取引方法に対して迅速かつ積極的に対
処。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 164 回国会 施政方針演
説 

平成 18 年１月 20 日
市場における公正な競争を確保するため、改正
された独占禁止法に基づき、違反行為には厳正に
対処します。 

第 166 回国会 施政方針演
説 

平成 19 年１月 26 日
国や地方における官製談合問題の頻発は極め
て遺憾であります。改正された官製談合防止法を
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厳正に執行するとともに、一般競争入札の実施を
確実に進めます。 

経済財政改革の基本方針
2007（閣議決定） 

平成 19 年６月 19 日

○ 第２章 成長力の強化 
１．成長力加速プログラム 
Ⅲ 成長可能性拡大戦略―イノベーション等 
（５） 市場経済を支えるルールの整備 
「改正後の「独占禁止法」に基づき執行の強化を
図る」 

経済財政改革の基本方針
2008（閣議決定） 

平成 20 年６月 27 日

○ 第２章 成長力の強化 
２．地域活性化 
（３） 中小企業 
「独占禁止法及び下請法による取締り強化、業
種別ガイドラインを通じた下請適正取引等の推進
（中略）など中小企業の事業基盤を強化する。」 

公共工事の入札及び契約の
適正化を図るための措置に
関する指針（閣議決定） 

平成 18 年５月 23 日

第２ 入札及び契約の適正化を図るための措置 
３ 主として入札及び契約からの談合その他の不
正行為の排除の徹底に関する事項 
（５） 談合に対する発注者の関与の防止に関する
こと 
「各省各庁の長等は、入札談合等関与行為の排
除及び防止に関する法律（平成 14 年法律第 101
号）を踏まえ、発注者が関与する談合の排除及び
防止に取り組むものとする」 
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施策名 
ルールある競争社会の推進 
下請法違反行為に対する措置（平成 19 年度） 

施策の概要 
 下請法に違反する疑いのある行為について所要の調査（立入調査、招致調査等）を行い、違反行為が認
められた場合には、必要な措置（法的措置（下請法第７条に基づく勧告）又は警告）を講ずる。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
勧告件数及び勧告・警告による下請代金の減額分の返還額は改正下請法の施行後最多となっており、

幅広い分野における下請法違反事件に厳正に対処していることから、取引の公正化を図るという目標を達
成していると考えられる。処理期間についても一定の効率性が達成されたものと考えられる。 
（必要性） 
下請事業者に及ぼす経済的な不利益が大きい事案等を積極的に勧告・公表し、また、減額事件につい

ては減額分を返還させるなど、親事業者による下請事業者に対する不当な不利益を与える下請法違反行
為に厳正に対処することにより、下請事業者の利益を保護し、下請取引の公正化を図る必要がある。 
（有効性） 
勧告件数は、平成 16 年度４件、平成 17 年度 10 件、平成 18 年度 11 件、平成 19年度 13 件と着実

に増加し改正下請法の施行後最多となっており、平成 19 年度には買いたたき行為について初めて勧告
している。下請代金の減額分の返還額は総額で改正法施行後最多の 10 億 8,804 万円となっている。 
また、平成 19 年度においては、製造委託である電気機械器具製造業、食料品製造業、役務提供委託

である道路貨物運送業など、幅広い分野における下請法違反事件に厳正に対処しており、下請事業者の
利益を保護するという法の目的に照らしてその有効性を評価できるものと考えられる。 
（効率性） 
警告については、前年度並の件数を維持するとともに、このうち約 92％を 30 日以内に処理した。勧告

件数は、改正下請法の施行後最多の13 件となっている。この13 件中11 件について目標処理期間（６か
月）を上回る結果となっているが、平均処理日数は平成 18 年度の 304 日から平成 19 年度には 293 日
に短縮されている。以上のことなどからすれば、一定の効率性が達成されたと評価できるものと考えられる。
（反映の方向性） 
○ 定期書面調査の調査票について、法の普及・啓発の観点からの見直しを実施する。 
○ 近年、調査体制の強化のため人員の増員が図られたことを受けて勧告件数が着実に増加しているとこ
ろ、下請取引の公正化のニーズは以前にも増して大きいことから、引き続き、調査体制の強化を進めて
いく必要がある。 
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
－ 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【概算要求】 
評価結果を踏まえ、平成 21 年度概算要求において、下請法違反事件の重要な端緒情報を収集するた

めの書面調査（定期書面調査）及び違反行為を行っている疑いのある親事業者に対し事実関係を把握す
るための実地調査を積極的に行うなどして、重大な違反行為に対しては勧告を行うなど厳正に対応してい
くための違反事件処理事務経費を引き続き要求。 
定期書面調査における回答をデータ入力し、このデータを基に自動で違反選別等を行うことによって、

定期書面調査の実施に係る事務の効率化・合理化を図るとともに調査票のオンラインによる提出を促進
し、電子システムの機能向上等を図るための経費を引き続き要求。 
【機構・定員要求】 
評価結果を踏まえ、下請法調査部門の体制強化を図るため、平成 21 年度機構・定員要求において、上

席下請取引検査官、地方事務所等下請課の新設及び下請取引検査官等 26 名の増員を要求。 
【その他の反映事項】 
下請法の普及・啓発及び親事業者による自主的なチェックが行われるよう、定期書面調査におけ

る親事業者向け調査票について、親事業者の義務や親事業者のどのような行為が違反となるのかを
具体的に記載するという見直しを実施した。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基
本方針 2008（閣議
決定） 

平成 20 年６月 27 日

○ 第２章 成長力の強化 
２．地域活性化 
（３） 中小企業 
「独占禁止法及び下請法による取締り強化、業種別ガイ
ドラインを通じた下請適正取引等の推進（中略）など中小企
業の事業基盤を強化する。」 
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施策名 
ルールある競争社会の推進 
下請法違反行為に対する措置（平成 17 年度～19 年度）【成果重視事業】－役務委託等の下

請取引分野における発注書面交付率の向上－ 

施策の概要 
情報成果物作成委託及び役務提供委託の分野の下請取引の公正化のため、下請取引における発注

書面交付率を向上させる。 

施策に関する評
価結果の概要と
達成すべき目標
等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
本事業は、役務委託等分野における発注書面交付率を平成17年度から平成19年度までの３年間で製

造委託等分野並み（約 95％）に向上させることを目的として実施してきたものであるところ、発注書面交付
率は 98.9％まで向上している。 
（必要性） 
発注書面の不交付は、それ自体が下請法違反行為であるとともに、他の多くの下請法違反行為の原因

となり得るものである。下請法の改正により新たに規制対象となった役務委託等分野においては、従来から
同法の規制対象である製造委託等分野に比べ発注書面の交付率が低い状態にあることから、発注書面交
付率を平成 17 年度から平成 19 年度までの３年間で製造委託等分野並み（約 95％）に向上させることによ
り、役務委託等分野における下請取引の公正化を図る必要がある。 
（有効性） 
平成 16 年度の役務委託等の分野における親事業者の発注書面の交付率は 85.1％であったところ、平

成 17 年度から平成 19 年度までの３年間で、これを約 95％にするという成果目標が設定されていた。事業
最終年度である平成 19年度においては発注書面の交付率が 98.9％と、設定した成果目標を達成したこと
から、発注書面の交付率を向上させるための取組が有効なものであったと考えられる。 
（反映の方向性） 
本事業については設定した成果目標を達成したところ、今後は、発注書面の記載内容の充実、下請法

の実体規定違反の未然防止・取締りに注力していく。 
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
－ 

政策評価の結果
の政策への反映
状況 

【その他の反映事項】 
下請法の普及・啓発及び親事業者による自主的なチェックが行われるよう、定期書面調査における親事
業者向け調査票について、親事業者の義務や親事業者のどのような行為が下請法の手続規定違反（発注
書面の記載内容等）となるのか、また、実体規定違反となるのかを具体的に記載するという見直しを実施し
た。 

関係する施政方
針演説等内閣の
重要政策（主なも
の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の
基本方針 2008（閣
議決定） 

平成 20 年６月 27 日

○ 第２章 成長力の強化 
２．地域活性化 
（３） 中小企業 
「独占禁止法及び下請法による取締り強化、業種別ガイド
ラインを通じた下請適正取引等の推進（中略）など中小企業
の事業基盤を強化する。」 
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施策名 
ルールある競争社会の推進 
景品表示法違反行為に対する措置（平成 19 年度） 

施策の概要 
 景品表示法に違反する疑いのある行為について所要の調査（立入検査、事情聴取等）を行い、違反事
実が認められた場合等には、その排除のために必要な措置（法的措置（景品表示法第６条に基づく排除
命令）、警告又は注意）を講ずる。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 
（総合的評価） 
平成19 年度の景品表示法の事件処理件数は、排除命令56 件（前年度比75％増）、警告19 件（前年

度比 271％増）となっており、特に法的措置である排除命令による事件処理を重点的に行い（不当表示に
対する排除命令としては過去最高となる 56 件）、景品表示法違反に対する厳正な対処という目標を達成し
ていることから、有効性が評価できるものと考えられる。また、全体として、前年度に比べて処理日数の平均
値は増加しているが、10 件が６か月以内に処理されている。 
（必要性） 
消費者が適正な選択を行える意思決定環境を創出・確保する観点から、商品又はサービスの品質等の

内容や価格等の取引条件について誤認を与えることにより消費者の適正な選択を妨げる不当表示等に対
して、景品表示法に基づいて厳正・迅速に対処することが必要不可欠である。 
（有効性） 
○ 排除命令及び警告の処理件数が示すとおり不当表示事件の処理を例年以上に行いつつ、法的措置
である排除命令による事件処理を重点的に行った結果、不当表示事件としては過去最高となる 56 件の
排除命令を行った。また、幅広い分野の事案に取り組んでおり、景品表示法違反に対する厳正な対処と
いう目標を達成していることから、その有効性が評価できるものと考えられる。 

○ 消費者のニーズに合わせた法運用を行い、また、法的措置である排除命令の措置を積極的に採った
結果、各不当表示事件の内容が従来以上に報道され広く社会に認知されたと考えられる。このことは、
同種の違反行為の抑止効果という面からも有効性が評価できる。 

（効率性） 
法的措置による事件処理を重点的に行い、事務量の多い事件についても、積極的に排除命令による事

件処理を行ったこともあり、平成 19 年度に排除命令を行った事件の処理日数の平均値は 328 日であり、
前年度に比べて 83 日増加しているが、10 件については６か月以内に処理されている。 
（反映の方向性） 
限られた人員を効果的・効率的に配分し最大限の成果を挙げるため 
・  国民生活に広く影響のあるサービス分野、食品に係る表示、地域ブランドに係る表示等、国民のニー
ズの動向を踏まえた重点的な法執行 
・  景品表示法第４条第２項の効果的な適用を進めていく必要がある。 
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 － 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

【概算要求】 
評価結果を踏まえ、平成 21 年度概算要求において、引き続き、景品表示法違反事件に対する厳正か

つ迅速な事件処理のために必要な経費を要求し、特に、効果・効能表示の違反事件調査に係る経費につ
いて拡充を要求。 
【その他の反映事項】 
評価結果を踏まえ、引き続き、国民のニーズの動向を踏まえつつ、積極的な法律執行に努める。

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の
基本方針 2008（閣
議決定） 

平成20年６月27日

○ 第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構
築 
５．食料の安定供給と食の安全の確保「適正な食品表示の徹
底（中略）など、食品の安全と消費者の信頼の確保を図る。」
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表３－４－③ 総合評価方式により事後評価した政策 

施策名 迅速かつ実効性のある法運用 

独占禁止法違反行為に対する措置 －大規模小売業者による優越的地位の濫用行為を排除し

た後の取引の適正化の状況－ 

施策の概要 独占禁止法に違反する疑いのある行為について所要の調査（立入検査、事情聴取等）を行い、違反
行為が認められた場合には、排除措置命令を行うほか、警告等の必要な措置を講ずる。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
公正取引委員会が法的措置を採ったことにより、Ａ社の納入業者との取引については、審決で認定さ

れた違反行為が効果的に排除されるとともに、取引方法が改善されていると評価できるものと考えられ
る。 
（必要性） 
本件のような中小事業者に不当な不利益を与える優越的地位の濫用は、自由な競争の基盤を侵害す

るものであり、公正な競争秩序を維持・確保する観点から、厳正に対処する必要がある。 
（有効性） 
○ Ａ社は、「特売商品等の買いたたき」、「新店セール等における従業員の不当使用」及び「棚卸しにお
ける従業員の不当使用」といった行為が、独占禁止法違反とされたところ、審決によって違反行為を取
りやめること、今後、同様の行為を行うことの禁止などといった是正措置が命じられた。このため、Ａ社
は、審決で命じられた是正措置を講ずるとともに、例えば、従業員派遣を求めるケースを明確化するな
どの再発防止に取り組んでおり、独占禁止法上問題となる行為は行われていない。 

○ Ａ社は、審決で命じられたコンプライアンスに関する取組として、独占禁止法の概要を組み入れた行
動指針を作成し、全社員に配布するとともに、全仕入担当者を対象に研修を行い、法務部が作成した
監査項目について監査部が監査を実施するなどの是正措置を講じている。 

○ Ａ社は、審決で命じられた項目以外にも、納入業者からの取引上の問題点の指摘を受け、問題とな
る行為を防止するために納入業者アンケートを実施するとともに、納入業者向けと職員向けのヘルプ
ラインをそれぞれ開設して通報を受けるなどといった違反行為の再発防止に取り組んでいる。 

（反映の方向性） 
公正取引委員会が法的措置を採ったことが、大規模小売事業者の行動に変化をもたらし、納入業者

からみて問題となる行為がなくなるなど、取引上の地位の優劣に起因する問題がみられた状況が大きく
変わっている。このように、独占禁止法に基づく法的措置を採ることが、取引の公正化に顕著な効果があ
ることを踏まえ、今後とも、中小事業者に不当な不利益をもたらす優越的地位の濫用には厳正に対処し
ていく必要がある。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

－ 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

【その他の反映事項】 
公正取引委員会は，大規模小売業者による納入業者に対する優越的地位の濫用に対する措置とし

ては，平成 20 年度において、大手スーパー、大型家電量販店等に対して４件の排除措置命令を行った
ところ、引き続き、取引上立場の弱い中小納入業差者等に不当な不利益を与える大規模小売事業者に
よる優越的地位の濫用行為に対しては、迅速・厳正に対処していく。 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第164回国会 施政方針演
説 

平成 18 年１月 20 日
市場における公正な競争を確保するため、改
正された独占禁止法に基づき、違反行為には厳
正に対処します。 

第166回国会 施政方針演
説 

平成 19 年１月 26 日

国や地方における官製談合問題の頻発は極
めて遺憾であります。改正された官製談合防止法
を厳正に執行するとともに、一般競争入札の実施
を確実に進めます。 

経済財政改革の基本方針
2007（閣議決定） 

平成 19 年６月 19 日

○ 第２章 成長力の強化 
１．成長力加速プログラム 
Ⅲ 成長可能性拡大戦略―イノベーション等 
（５） 市場経済を支えるルールの整備 
「改正後の「独占禁止法」に基づき執行の強化
を図る」 

経済財政改革の基本方針
2008（閣議決定） 

平成 20 年６月 27 日

○ 第２章 成長力の強化 
２．地域活性化 
（３） 中小企業 
「独占禁止法及び下請法による取締り強化、業
種別ガイドラインを通じた下請適正取引等の推進
（中略）など中小企業の事業基盤を強化する。」 

公共工事の入札及び契約
の適正化を図るための措置

平成 18 年５月 23 日
第２ 入札及び契約の適正化を図るための措置 
３ 主として入札及び契約からの談合その他の不
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に関する指針（閣議決定） 正行為の排除の徹底に関する事項 
（５） 談合に対する発注者の関与の防止に関す
ること 
「各省各庁の長等は、入札談合等関与行為の
排除及び防止に関する法律（平成 14 年法律第
101 号）を踏まえ、発注者が関与する談合の排除
及び防止に取り組むものとする」 
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施策名 ルールある競争社会の推進 

景品表示法違反行為に対する措置―景品表示法違反事件処理の一般消費者に対する影響― 

施策の概要 景品表示法に違反する疑いのある行為について所要の調査（立入検査、事情聴取等）を行い、違反
事実が認められた場合等には、その排除のために必要な措置（法的措置（景品表示法第６条に基づく排
除命令）、警告又は注意）を講ずる。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
公正取引委員会による景品表示法違反事件処理は、公表案件の一般消費者への認知及び消費行

動の変化等を通じて、一般消費者の適正な選択を促進するために有効であると評価できる。また、一般
消費者の公表案件に対する認知度が向上すれば、事業者の違反行為の未然防止という抑止効果を高
める波及効果が期待され、その結果、公正な競争を維持・促進する方向に寄与するものと評価できる。 
（有効性） 
景品表示法違反の事実を知った後の消費行動の影響について一般消費者に聞いたところ、回答者

の 60 パーセントが、従来より表示の内容を注意するようになったと回答している。これは、景品表示法違
反事件処理に伴って、一般消費者は商品・サービスの選択に際して表示内容を一層注意するようになる
という波及的な効果があることを示しており、一つの事件は措置の対象である商品・サービスの表示だけ
でなく、同種の商品・サービスの表示に対する一般消費者の意識を高めるという影響があることを示して
いる。 
したがって、公正取引委員会による景品表示法に基づく厳正・迅速な事件処理は、個別の事業者の

景品表示法違反行為の是正とともに、公表案件の一般消費者への認知及び消費行動の変化等を通じ
て、一般消費者の適正な選択を促進するために有効であると評価できる。また、一般消費者の公表案件
に対する認知度が向上すれば、事業者の違反行為の未然防止という抑止効果を高める波及効果が期
待され、その結果，公正な競争を維持・促進する方向に寄与するものと評価できる。 
（反映の方向性） 
一般消費者に対する景品表示法違反事件の認知度を更に高めていくため、現行においても国民のニ

ーズの動向を踏まえつつ、積極的な法律執行に努めるとともに，違反事件の内容を分かりやすいように
するなどの違反事件の公表に工夫を行っているところ、こうした取組を引き続き実施していくことが必要で
ある。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

－ 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

【その他の反映事項】 
評価結果を踏まえ、引き続き，国民のニーズの動向を踏まえつつ、積極的な法律執行に努める。

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本方針 2008
（閣議決定） 

平成20 年６月27日

○ 第５章 安心できる社会保障制度、質の高
い国民生活の構築 
５．食料の安定供給と食の安全の確保「適正
な食品表示の徹底（中略）など、食品の安
全と消費者の信頼の確保を図る。」 
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施策名 競争環境の積極的な創造 

法令遵守意識の向上（成果重視事業）－入札談合の防止に係る発注機関における法令遵守意

識の向上等－ 

施策の概要 入札談合の防止に係る発注機関における調達担当者等の法令遵守意識の向上の観点から、国等の
調達機関との間における「公共入札に関する公正取引委員会との連絡担当官会議」及び政府出資法人
の調達担当者を対象とした研修会を開催する。また、発注機関等の調達担当者を対象とした研修会に
講師を派遣する。 
国・都道府県・市・政府出資法人の担当職員の参加を得て、「公共調達における改革の取組・推進に
関する検討会」を開催する。 

施策に関する評

価結果の概要と

達成すべき目標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
独占禁止法及び入札談合等関与行為防止法についての研修の結果、出席者からは理解が「深まっ

た」、「多少深まった」との回答がほとんどを占め、会場の確保や職員旅費など会議開催に係るコストを抑
えつつ多くの発注機関の職員に独占禁止法等の内容を周知することができたものと評価できる。 
（必要性） 
○ 発注機関における入札談合防止に係る法令遵守意識の向上を図る観点から、発注機関と連携協力
し、調達担当者等に対して、独占禁止法及び入札談合等関与行為防止法の内容を周知徹底する必
要がある。 

○ 各発注機関におけるコンプライアンスの向上・入札制度改革は、基本的に各発注機関が独自に取り
組んでいるものであるところ、各発注機関の取組状況についての情報交換、取組を行っていく中で直
面した問題点・課題等に関する検討等を行い、実効的な取組を更に推進する必要がある。 

（有効性） 
発注機関が主催する研修会に講師を派遣（76 件）した際、出席者に対して実施したアンケートの結果

をみると、研修の結果、90 パーセントの出席者が独占禁止法及び入札談合等関与行為防止法につい
ての理解が「深まった」、「多少深まった」と回答していることなどから、発注機関に対する独占禁止法及
び入札談合等関与行為防止法に関する講師派遣については、発注機関職員における独占禁止法及び
入札談合等関与行為防止法の知識の向上及び法令遵守意識の向上に関して、有効なものであったと
評価できる。 
（効率性） 
公共入札に関する公正取引委員会との連絡担当官会議には、当該会議の参加対象となる発注機関

のほとんどが出席しており、また、政府出資法人の調達担当者に対する研修会については、平成 19 年
度において、国立大学法人等の比較的発注規模の大きい法人を新たに加える等、参加法人数を増加
する方向の見直しを行った結果、参加法人数が増加している（18 年度 23 法人、19 年度 49 法人）。さ
らに、会議等の開催においては、公正取引委員会の本局及び地方事務所の会議室並びに各地方事務
所の職員を活用した。これらにより、会場の確保や職員旅費など会議開催に係るコストを抑えつつ多くの
発注機関の職員に独占禁止法等の内容を周知することができたものと考えられる。 
（反映の方向性） 
引き続き、より多くの発注機関と連携協力することにより、調達担当者等に対する独占禁止法及び入

札談合等関与行為防止法の内容の周知徹底に努める。 
 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

 － 

政策評価の結果

の政策への反映

状況 

【概算要求】 
平成 20年度で成果重視事業は終了するが、評価結果を踏まえ、平成 21年度概算要求において、引

き続き、発注機関等に対する法令遵守意識の更なる向上を図るための経費を要求。 
【その他の反映事項】 
入札談合等関与行為防止法の更なる周知徹底のため、平成 20 年度より都道府県及び市町村の調達

担当者等に対する研修会を主催しており（平成 20年度においては 10県で開催）、同研修会については
引き続き実施していく予定である。 

関係する施政方

針演説等内閣の

重要政策（主なも

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 166 回国会 施政方針演説 平成 19 年１月 26 日

国や地方における官製談合問題の頻発
は極めて遺憾であります。改正された官製
談合防止法を厳正に執行するとともに，一
般競争入札の実施を確実に進めます。 
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の） 

公共工事の入札及び契約の適
正化を図るための措置に関する
指針（閣議決定） 

平成 18 年５月 23 日

第２ 入札及び契約の適正化を図るための
措置 
３ 主として入札及び契約からの談合その他
の不正行為の排除の徹底に関する事項 
（５）談合に対する発注者の関与の防止に関
すること 
「各省各庁の長等は、入札談合等関与行
為の排除及び防止に関する法律（平成１４
年法律第１０１号）を踏まえ、発注者が関与
する談合の排除及び防止に取り組むものと
する」 
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